
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
電力ケーブル線路の事故時に発生したサージを、前記電力ケーブル線路の少なくとも両端
末に取り付けたサージ電流検出センサで検出し、その検出時間差から事故点を標定する事
故点検出方法において、

前記端末のサージ電流検出センサを前記電力ケーブル
線路終端接続部より内側の

位置に設置することを特徴とする電力ケーブル
線路事故点検出方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電力ケーブルに地絡等の事故が発生した際に、事故点を標定する電力ケーブル
線路の事故点検出方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
電力ケーブルが絶縁破壊等の事故が発生すると、事故点から急峻な立ち上がりを持つサー
ジ波形と呼ばれる進行波が、導体とシース間を伝搬してゆく。このサージ波形、すなわち
事故サージ導体電流は、ケーブルの構造と材料から決まる速度で伝搬するので、ケーブル
の両端で事故サージ導体電流の到達した時刻を観測し比較すれば、事故点を標定すること
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前記端末が開放されている場合は、
サージ伝搬速度Ｖ×波頭長×２、且つサージ伝搬速度Ｖが１６

～１７×１０４ ｋｍ／ｓｅｃで求められる



ができることが知られている。
【０００３】
従来、上記事故サージ導体電流の検出を電力ケーブル終端接続部で実施している（図６参
照）。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら上述の従来の電力ケーブルの両端終端接続部で事故サージ電流を検出する方
法は、両側終端部に負荷または電源系が接続されている場合には問題がないが、線路運用
開始時および線路停止後の再運転時等の試充電期間においては、発生する事故サージ電流
または雷サージ・開閉サージ電流は、片側終端部が開放されているため、反射の影響を受
けて検出することが困難である。
【０００５】
一般に一様な電力ケーブル線路の任意の点Ｘ，任意の時間ｔにおける電流、電圧をそれぞ
れｉ，ｅとすると、正方向に進むサージ波ｉ１，ｅ１、負方向に進むサージ波ｉ２，ｅ２
の関係は、
ｉ＝ｉ１＋ｉ２，ｅ＝ｅ１＋ｅ２　……（１）
ｅ１＝Ｚｉ１，ｅ２＝Ｚｉ２　　　……（２）
ここでＺは線路のサージインピーダンス
となる。
【０００６】
開放端では電流は常に０となるから、正方向と負方向の進行波の和は０となる必要がある
。
【０００７】
【数１】
（１），（２）式よりｉ１＋ｉ２＝０　∴ｉ２＝－ｉ１　…（３）
即ち、開放端では進行波と反射波の位相が逆転するため、電流値が相殺されてしまい、測
定することが困難になる。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
上述の問題点を解決するための本発明の電力ケーブル線路事故点検出方法は、電力ケーブ
ル線路の事故時に発生したサージを、前記電力ケーブル線路の少なくとも両端末に取り付
けたサージ電流検出センサで検出し、その検出時間差から事故点を標定する事故点検出方
法において、 前記端末のサージ電流検出センサを前記
電力ケーブル線路終端接続部より内側の

位置に設置することを特徴とする
。
【００１１】
上記の構成、すなわちサージ電流検出センサを、終端部より

位置に設置す
ることにより、開放端部でのサージ電流の反射による電流値の相殺の影響を除去すること
ができる。
【００１２】
【発明の実施の形態】
本発明を図示の実施形態に基づいて詳細に説明する。図１は本発明の電力ケーブル事故点
検出方法を実現する一実施形態の構成図である。電力ケーブル線路１の両端の終端接続部
ＡおよびＢから内側の最初の中間接続部３ａおよび３ｂにはサージ電流検出センサ５ａ，
５ｂが設けられ、サージ電流検出センサ５ａ，５ｂの出力は光ファイバ７を介して親局の
事故点標定装置９に接続されている。
【００１３】
電力ケーブル線路１の事故点Ｘに地絡等の事故が発生した場合に、事故点Ｘで発生するサ
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前記端末が開放されている場合は、
サージ伝搬速度Ｖ×波頭長×２、且つサージ伝搬

速度Ｖが１６～１７×１０４ ｋｍ／ｓｅｃで求められる

サージ伝搬速度Ｖ×波頭長×
２、且つサージ伝搬速度Ｖが１６～１７×１０４ ｋｍ／ｓｅｃで求められる



ージ電流波形をサージ電流検出センサ５ａ，５ｂで検出し、その波形の立ち上がり点が到
達した時刻をそれぞれ求める。そして、これらの観測された時刻を比較することにより電
力テーブル線路１の事故点Ｘを標定する。
【００１４】
サージ電流検出センサ５ａ，５ｂにサージ電流波形が到達した時刻の時間差をｔ，ケーブ
ル線路の長さ（両検出センサ間の長さ）をＬ，サージ波形の伝搬速度をＶとすれば、サー
ジ電流検出センサ（５ａ，５ｂ）から事故点Ｘまでの距離Ｌｘは次の式で示される。
【００１５】
Ｌｘ＝（Ｌ－ｖ・ｔ）／２
図２は本発明の他の実施形態の構成図である。電力ケーブル線路１１の両端の終端接続部
ＡおよびＢから内側の最初のシースインタラプタ取付け部１３ａおよび１３ｂにはサージ
電流検出センサ１５ａ，１５ｂが設けられ、サージ電流検出センサ１５ａ，１５ｂの出力
は光ファイバ１７を通して事故点標定装置に接続されている。
【００１６】
シースインタラプタは、電力ケーブルの中間接続部を極力少なくする目的で出来るだけ長
い条長の電力ケーブルを布設した場合、シース電位が大きくなり過ぎるのを防止するため
に５００ｍ位間隔でケーブル部の遮蔽層を縁切り構造とし、クロスボンド、あるいは接地
をするものである。
【００１７】
本発明の目的のために、電力ケーブル線路の終端から、例えば３００ｍ程度離れた位置の
ケーブル部の遮蔽層を縁切り構造として、サージ電流検出センサを取付けてもよい。その
場合、サージ電流検出センサ取付後、縁切りした遮蔽層間はボンド線で短絡しておく必要
がある。
【００１８】
次に、本発明の作用について説明する。
【００１９】
電力ケーブル中のサージ伝播速度Ｖ＝Ｃ／√εから求められる。ここで、ｃは光速，εは
ケーブル絶縁体の誘電率である。
【００２０】
電力ケーブルのサージ伝搬速度Ｖは１６～１７×１０４ 　 ｋｍ／ｓｅｃ程度である。例え
ば、波頭長１μｓｅｃのサージ波形が時間１μｓｅｃで１６×１０４ 　 ×１０－ ６ ＝０．
１６ｋｍ伝搬することになる。波頭長は＋数μｓｅｃに及ぶときもある。
【００２１】
電力ケーブル線路の終端が開放端である場合には、図３に示すように、サージ電流は開放
端における反射により打ち消されるため、開放端近傍ではサージ電流の検出はむづかしく
なる。
【００２２】
そこで、上記の波頭長１μｓｅｃのサージ波形の伝搬でいえば、開放端から１６０ｍ×２
＝３２０ｍ以上離れた処にサージ電流検出センサを設置すれば、開放端での反射の影響を
受けないことになる。
【００２３】
なお、上述したように、電力ケーブル線路のサージ電流検出センサ設置区間内での事故点
の標定はできるが、線路終端からサージ電流検出センサ設置個所との間、つまりサージ電
流検出センサ設置区間外での事故点の標定はできない。しかし、事故点がセンサ設置区間
外であることの識別は可能である。図４にその様子を示す。
【００２４】
事故点が区間内にあるときは、図４（イ）に示すように、各サージ電流検出センサＳ１，
Ｓ２に流れるサージ電流は互いに逆極性となり、これに対して、図４（ロ）に示すように
、事故点が区間外にあるときは、各サージ電流検出センサＳ１，Ｓ２に流れるサージ電流
は同極性となる。従って、両サージ電流検出センサに流れるサージ電流の極性が同極性の
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場合は、事故点が区間外であり、極性が逆極性の場合は事故点が区間内であることが判別
できる。
【００２５】
次に、実線路における開放端でのサージ電流測定例について説明する。
【００２６】
実線路は、２７５ＫＶ　ＣＡＺＶケーブル１４００ｍｍ２ 　 　６．８ｋｍである。サージ
電流の測定は線路電源側端から開閉サージを与え、線路終端の開放端でそのサージ電流を
測定したものである。図５（イ）は電源側端のサージ電流波形を示し、図５（ロ）は線路
終端（開放端）のサージ電流波形を示す。
【００２７】
実験では開放端での反射により、サージ電流が打ち消されるため、開放端近傍ではトリガ
レベルに達するサージは検出されなかった。
【００２８】
【発明の効果】
以上説明したように本発明の電力ケーブル線路事故点検出方法は、サージ電流検出部が終
端開放部より離れた位置にあるため、終端部での反射の影響を受けない。
【００２９】
従って、従来検出が困難であった線路試充電期間等の片端開放時の場合の事故についても
事故点標定が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施形態を示す構成図。
【図２】本発明の他の実施形態を示す構成図。
【図３】本発明に係る開放端におけるサージ電流進行波の反射を説明する波形図。
【図４】事故点が区間内（イ）、区間外（ロ）にあるときのサージ電流検出センサの検出
する波形を示す。
【図５】実線路における実験例を示すもので、（イ）は実線路の電源側端のサージ電流検
出センサの検出したサージ波形、（ロ）は実線路終端の開放端のサージ電流検出センサの
検出したサージ波形を示す。
【図６】従来の電力ケーブル線路事故点検出方式を示す構成図。
【符号の説明】
１，１１　電力ケーブル線路
３　中間接続部
５，１５　サージ電流検出センサ
７，１７　光ケーブル
９　事故点標定装置
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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